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【事業概要】

【事業内容】

【基幹事業との関連性】

　
【事業費】

No.

①
②
③
④

⑤
⑥

【事業期間】平成30年10月～平成31年3月
※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。
※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

事業名称 事業期間 事業費(千円) 備考

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 女川小学校移転跡地利活用整備事業（平成30年度分事業費）

全体事業費 99,590千円（今回申請分：41,036千円）

　町では、「女川小学校跡地利用基本計画」に基づいて、旧小学校敷地を利用した公共
施設復旧整備事業や、旧校舎等の既存設備を活用した施設整備事業を計画しているとこ
ろである。
　本事業では、当該整備事業のうち、震災復旧・復興事業であって施設災害復旧費補助
金の範囲外となる以下の業務について、復興交付金事業として実施するものである。
　・保育所（復旧整備）の基本設計
　・消防署（復旧整備）の基本設計
　・保育所・消防署に取り付ける区画道路の整備
　・小学校移転跡地の開発許可等申請のために必要な技術的な資料作成・調整

　保育所・消防署の復旧整備は、厚労省・消防庁の施設災害復旧費補助金を活用して実
施するものであるが、基本設計については、施設災害復旧費補助金の交付要綱に規定さ
れた工事事務費の上限を大きく超える見込みであるため、施設災害復旧費補助金として
は申請せず、復興交付金事業として実施するものである。施設災害復旧費補助金と復興
交付金事業の区分けは以下の通り。
　基本計画・・・復興交付金事業（実施済）
　基本設計・・・復興交付金事業（本事業）
　実施設計・・・施設災害復旧費補助金（＋町単独費事業）
　工事監理・・・施設災害復旧費補助金（＋町単独費事業）
　本体工事・・・施設災害復旧費補助金

　今回、町立保育所、消防署の基本設計業務、開発許可等申請業務、小学校跡地内の区
画道路の測量設計業務を申請するものである。
  ・町立保育所基本設計業務（木造平屋建て、延べ床面積約1,300㎡）
  ・消防署基本設計業務（RC造2階建て、延べ床面積約1,300㎡）
  ・開発許可等申請業務（対象面積3.3ha）
  ・区画道路：測量設計業務（L=325.4m、W=6.0m～8.0m※）
    ※緊急車両の出入口付近は幅員8.0mとする

　本事業により土地区画整理事業区域内の公共施設整備が加速化することで安心・安全
な生活環境整備の促進を図るとともに、校舎等を含む既存施設の有効活用による効率的
な町づくりを図るものである。

町立保育所基本設計業務

H30年度

7,822
消防署基本設計業務 11,175
開発許可等申請支援業務 9,039

合計 99,590

区画道路整備事業（測量設計） 13,000
小計 41,036 (今回申請)

区画道路整備事業（1期工事） H31～
H32年度

58,554
区画道路整備事業（2期工事）
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